
2021 年度 環境に関する企業意識調査の結果（概要） 
横浜市では 2021 年 6月から 7月にかけて、横浜市に本社または事業所を置く企業 2,000 社を対象に、

環境に関する意識調査を実施しました。 

◆調査結果 

１ 環境への取組の考え⽅について 
・環境への取組を行う目的は、「社会的責任」が８割強を占めて最多 

・重要と考える環境課題は、「廃棄物の削減・循環経済の確立」が７割強を占めて最多 

・経営方針・経営戦略などに環境への配慮や取組・目標を盛り込んでいる企業は約半数。従業員規

模別でみると、100 人以下の企業では「盛り込んでいる」とする企業の割合が低い傾向にあるが、

21～100 人の規模で４割を超える企業が「盛り込むことを検討中」とするなど、今後のさらなる

拡大が期待される。 

・SDGs への貢献の視点を持った経営、事業活動を行っている企業の割合は、約３割。従業員規模が

大きいほど割合が高いものの、100 人以下の企業では「関心はある」とした企業が４割程度おり、

今後、関心をもっている企業が具体的な取組につなげるような情報発信等の働きかけが必要。 

 
問１ 貴社の事業活動において、環境への取組を⾏う⽬的は次のうちどれですか。【選択はいくつでも】 

 

 

問 2 貴社の事業活動を継続する上で、重要と考える環境課題は次のうちどれですか。 
【選択はいくつでも】 

 

社会的責任

企業イメージ・ブランド力の向上

コストの削減

法規制・国際基準への対応

顧客・取引先・投資家などからの
要請への対応

事業拡大・新規事業の展開

環境への取組は行っていない
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廃棄物の削減・循環経済の確立

気候変動・地球温暖化対策

環境汚染（大気・水質・土壌・化学物質）
の対策

再生可能エネルギーへの転換

自然環境の保全・創出

生物多様性の保全

重要と考える環境課題はない
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問３ 経営上の⽅針に、環境への配慮や取組・⽬標を盛り込んでいますか。【１つ選択】 

 

 
 

問 5 貴社では、SDGs※（持続可能な開発⽬標）への貢献の視点を持った経営、事業活動を⾏ってい
ますか。【１つ選択】 
※︓2015 年に国連で採択された環境・経済・社会の諸課題を統合的に解決するための 17 の⽬標と 169 のターゲット 

  
 

２ 環境への取組状況 
 プラスチック問題への対応について 

・使い捨てプラスチックの利用削減（代替品の使用など）を実施している企業は 34.7％、プラスチ

ックを使用する場合は、再生材やバイオマス素材のものを選択している企業は 14.1％となってい

る。消費者の意識向上と合わせ、企業においても一層の取組が求められる。 
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はい 盛り込むことを検討中 いいえ 無回答
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行っている 対応を検討中 関心はあるが、

対応を検討していない

関心がない SDGsを知らない その他 無回答

N=

使い捨てプラスチックの利用削減
（代替品の使用など）

602

プラスチックを使用する場合は、
再生材やバイオマス素材のものを選択

602
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実施している 実施を検討中 実施していない 無回答

問 12 貴社では、次に挙げるプラスチック問題の解決に向けた取組を⾏っていますか。【それぞれ１
つ選択】 



 再⽣可能エネルギーの導⼊・活⽤について 
・再生可能エネルギー導入について、「設備の導入」と「環境にやさしい電気への切り替え」を実施

している企業は１割弱、検討している企業は２割程度となった。 

・電気を選ぶ際に、「料金の安さ」と「安定した電力供給」を重視していると答えた企業が５割以上、

「環境にやさしい電源構成」を重視すると答えた企業は 25.1％となった。電気の環境性の違いに

ついて知っていると答えた企業は 40.5％おり、今後、環境にやさしい電気への切り替えを促して

いく必要がある。 

 
問９ 貴社では、次に挙げる脱炭素社会の実現に向けた取組を⾏っていますか。【それぞれ１つ選択】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N=

再生可能エネルギー設備の導入 602

環境にやさしい電気（再生可能
エネルギーを主体）への切り替え
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実施している 実施を検討中 実施していない 無回答

料金の安さ

安定した電力供給

再エネなど環境にやさしい電源構成

これまでと同じであること

電力会社の規模やイメージ

料金メニューの豊富さ

とくにこだわりはない
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知っている 知らない 興味がない 無回答

問 10 電気の⼩売全⾯⾃由化により、企業も電⼒会社や料⾦メニューを⾃由に選べるようになりまし
た。貴社では、電気を選ぶ際に何を重視しますか。【選択はいくつでも】 

問 11 電気は、発電⽅法※により温室効果ガスの排出量が異なり、契約する電⼒会社やプランによ
り環境性に違いがあることをご存知ですか。【１つ選択】 

    ※︓⽕⼒発電、⽔⼒発電、原⼦⼒発電、太陽光発電、⽔⼒発電、⾵⼒発電、バイオマス発電など 



3 横浜市の環境施策への意⾒ 
・市が発信する情報は、主に「市が発行する広報紙・パンフレット」「市のホームページ」「新聞・

テレビ・ラジオなのどのマスメディア」から得ており、引き続きこれらを通じたわかりやすい情

報発信が求められている。 

・環境への取組を展開する際に市に求めることは、「取組に対する助成・融資」や「税制の優遇」と

いった、資金面での支援を選んだ企業が４割弱だった。 
 

問 13 横浜市は環境の状況や環境施策について様々な情報を発信していますが、貴社では、市が発信
する環境に関する情報をどのように得ていますか。【主な⽅法を３つまで選択】 

 
 

問 14 貴社で環境への取組を展開する際に、市に求めることはありますか。【重要なものを３つまで選択】 

 
 
◆調査概要 
 期間：2021 年 6 月 30 日（水）～ 7 月 16 日（金） 

 対象：横浜市に本社または事業所を置く企業 2,000 社 

 方法：郵送配付－郵送回収によるアンケート調査 

 回答：602 社（回収率 30.1％） 

市が発行する広報紙・パンフレット
（地域の回覧板を含む）

市のホームページ

新聞・テレビ・ラジオなどのマスメディア

ウェブ上のニュースサイト、ブログなど

顧客・取引先・同業者などからの情報

市のソーシャルメディア・メール配信

専門雑誌、業界紙や組合などが発行する会報など

窓口などでの市職員からの情報

市が発信する環境に関する情報は得ていない
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取組に対する助成・融資

税制の優遇

市の事業における環境技術・サービスの活用

取組内容に関する相談窓口の設置や情報発信

優良な取組を行う企業の表彰・認定やＰＲ

環境教育プログラムを実施する場の提供・紹介

環境活動する場の紹介
（公園、里山、地域のイベントなど）

環境経営や技術の講習開催・専門家派遣

企業同士で情報共有・交換する場の提供

ビジネスマッチング・国際展開の支援

特に求めることはない
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